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１．三重支部事業計画（基盤的保険者機能関係） 

１.現金給付の適正化の推進 

(1)不正の疑いのある事案については、支部の保険給付適正化プロジェクトチームの議論を経て事業主への立
入検査を行う。特に、現金給付を受給するためだけの資格取得が疑われる申請について重点的に審査を行う。 
 
(2)傷病手当金と障害年金の併給調整について、マニュアルに基づき確実に実施する。 

２.効果的なレセプト点検の推進 
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(1)資格点検、外傷点検については、事務処理手順書に沿ったシステムを活用した点検を実施し、被保険者・
医療機関等への照会を行い、結果、不適切な請求については、レセプトの返戻、返還請求を実施する。 
 
(2)内容点検については、システムの各種抽出機能を活用した効果的な点検を実施し、不適切が疑われる請
求について再審査請求を実施する。 
 
(3)再審査請求における査定率向上に向け、研修会・勉強会の開催による点検員のスキルアップ、社会保険診
療報酬支払基金との連携・協議を実施する。 
 
■KPI：社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率について対前年度以上（三重支部平成
28年度実績：0.265％）とする 

 

【実現すべき目標】 

○医療費等の適正化 



３.柔道整復施術療養費の照会業務の強化 

４.返納金債権発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進 

(1)保険証未返納者に対して、日本年金機構における資格喪失処理後２週間以内に文書による返納催告を実
施する。 
 

(2)各種広報・セミナー等で広く保険証の早期回収・適正使用を周知するほか、保険証未返納、喪失後受診が
多い事業所に対しては、文書・訪問により周知徹底を依頼する。 
 

(3)発生した債権については、事務処理フローに沿った通知・催告を行うほか、保険者間調整、弁護士名催告、
法的措置を実施することで確実な債権回収に努める。 
 

■KPI 

    ①日本年金機構回収分も含めた資格喪失後１か月以内の保険証回収率を93.0％以上（平成29年度上期実績：91.65％）とする 

   ②返納金債権（喪失後受診に係るものに限る）の回収率を、対前年度以上（全国平成28年度実績：53.91％）とする 

   ③医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を対前年度以下（全国平成28年度実績：0.069％）とする 
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(1)接骨院・整骨院の正しいかかり方を周知するため、各種機会にリーフレットを配布する。 
 
(2)多部位（施術箇所が3部位以上）かつ頻回（施術日数が月15日以上）の申請について、加入者に対する文
書照会を強化するとともに、いわゆる「部位ころがし」と呼ばれる、負傷部位を意図的に変更することによる過
剰受診に対する照会を強化する。 
 
■KPI：柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合  
 について対前年度以下（ 平成28年度：0.8% 平成29年度上半期：0.8%）とする 

１．三重支部事業計画（基盤的保険者機能関係） 



(1)お客様満足度調査結果を検証し、窓口応対や電話応対のスキル向上を図り、サービスの改善に努める。 
 
(2)いただいた「お客様の声」を積極的に「サービス推進委員会」で検討し、改善を行う。 
 
(3)お客様満足度調査を活用したサービス水準の向上に努めるとともに、現金給付の申請受付から支給まで
の標準期間（サービススタンダード：10日間）を遵守する。 
 
(4)「任意継続申請セット」を作成して制度の周知を行いつつ、加入者の利便を図る。 
 
(5)傷病手当金等給付申請書の不備返戻を減らすため、「申請書作成支援サービス」の活用を推進する。また、
記入誤りが多い箇所についてセミナー等で注意喚起を行う。 
 
(6)新任事務担当者セミナーを開催し、制度の周知や事業の浸透を図る。 
 
(7)加入者・事業主の利便性向上や負担軽減の観点から、四日市年金事務所内の窓口サービスを提供すると
ともに、郵送による申請を勧奨する。 
 

■KPI：①サービススタンダードの達成状況を100％とする 

     ②現金給付等の申請に係る郵送化率を87.0％以上とする 

５.サービス水準の向上 
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１．三重支部事業計画（基盤的保険者機能関係） 



(1)事業主や健康保険委員に対してチラシやリーフレットによる広報を実施する。また、セミナー等で限度額適
用認定証の利便性を周知する。 
 

(2)「限度額適用認定証セット」を医療機関に配布して加入者の利便を図り、制度の利用促進を図る。 
 

(3)地域の医療機関と連携し、入院時の説明に際し限度額適用認定証の案内をしていただくよう依頼する。 
 

■KPI：高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合を83.0％以上とする 

６.限度額適用認定証の利用促進 

７、被扶養者資格の再確認の徹底 

(1)日本年金機構との連携により、被扶養者資格の再確認を徹底する。それにより、高齢者医療費に係る拠
出金の適正化と本来被扶養者資格を有しない者による無資格受診の防止を図る。 
 

(2)未提出事業所への勧奨及び未送達事業所の調査による送達の徹底により、確認対象事業所からの回
答率を高める。 
 

■KPI：被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を90.5％以上とする 
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８、オンライン資格確認の利用率の向上 

(1)健診機関会議等を通じて周知を行い利用医療機関の拡大を図る。 
 

(2)医療機関での利用状況を把握し、好事例の展開による利用率の向上を図る。 
 

■KPI：現行のオンライン資格確認システムについてUSBを配布した医療機関における利用率を36.5％以上とする 

１．三重支部事業計画（基盤的保険者機能関係） 
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１.データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施 

上位目標：調整中(重点課題：空腹時血糖値における糖尿病型及び境界型への増加率の抑制) 

 
・第1期の保健事業実施計画（データヘルス計画）と同様に、「特定健診、特定保健指導の推進」「コラボヘルスの
取組」「重症化予防対策」を柱に着実に実施する。 
 
・健診及び保健指導の結果、レセプト、医療機関の受診状況等のデータを活用して、健康課題に対し効率的かつ
重点的な保健事業を推進する。 
 
・第1期の保健事業実施計画（データヘルス計画）の検証結果を踏まえ、事業をより明確化し、定量化かつアウトカ
ムを重視した目標設定によりPDCAを強化する。 

 

２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 

【実現すべき目標】 

○医療等の質や効率性の向上 

○加入者の健康度を高める 

○医療費などの適正化 
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   ①生活習慣病予防健診実施率の向上（実施見込者数：119,518人以上） 

    ⅰ）健診実施機関を増やすことにより、加入者の利便性と受診機会の拡大を図る。 

    ⅱ）新規加入者（新規適用事業所、新規資格取得者等）を含めた加入者への速やかな健診案内状の送付及び電話勧奨 

     を行い、周知、申込みもれを防ぐ。なお、実務は外部委託とし効率的な勧奨を実施する。 

    ⅲ）GIS（地理情報システム）より受診率の低迷地区を抽出し、巡回健診等を実施する。また、健診推進経費を活用し、協力を 

    い ただける健診実施機関及び健診実施地区を拡大し、加入者の利便性を高める。 

   ②事業者健診結果データ取得率の向上（取得見込者数：15,244人以上） 

     ⅰ）外部委託にて提供同意書の取得から健診結果のデータ納品までを一括して実施し、新規提供事業所を拡大する。 

    ⅱ）各団体（三重県・労働局、三重県社会保険労務士会）と連携し、連名等により健診結果データ提供に伴う同意書の提    

     出を依頼。提供同意書取得後速やかに結果データの提供を受け、特定保健指導へ繋げていく。 

(1)特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上 

被保険者（受診対象者数：192,570人） 

２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 

インセンティブ評価指標 

■KPI :①生活習慣病予防健診実施率を62.1％以上とする 

     ②事業者健診データ取得率 を7.9％以上とする 

     ③被扶養者の特定健診受診率を23.8％以上とする 

被扶養者（受診対象者数：56,831人） 

  ③被扶養者の特定健診受診率の向上（実施見込者数：13,507人以上） 

    ⅰ）過去の健診受診歴を考慮し対象者を選定（過去数年間に受診したことがある方）。過去の検査結果を 記載した個別 

    リーフレットを使用し受診勧奨を実施する。 

       ⅱ）健診実施機関に協力を仰ぎ、オプショナル検査の充実を図る。また、案内については外部委託とし、広報の充実を図る。 

         ⅲ）市町と協力・連携し市町実施のがん検診同時実施機会を拡大する。また特定健診及び特定保健指導の市町への業務 

          委託に向け調整を図る。 
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ⅰ）被扶養者を含め健診当日に初回面談の分割実施ができるよう健診実施機関へ強力に働きかけ着実に保健指導を 実施

する。 

ⅱ）ポイント検証モデル（減量目標を現体重の3％とし、その80％程度を達成すれば180ポイントを満たさなくても最終評価が

可能）を積極的に活用し効率化を図り利用者の拡大に向ける。 

ⅲ）被扶養者を含め外部委託を積極的に活用し、委託地域及び人数を拡大する。 

ⅳ）特定保健指導キャンセル事業所を訪問。保健指導の意義や重要性について認識いただけるよう説明、再勧奨を行う。 

(2)特定保健指導の実施率の向上及び平成30年度からの制度見直しへの対応 

２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 

■KPI：特定保健指導の実施率を18.7％以上とする 

インセンティブ評価指標 

被保険者（受診対象者数：25,605人） 

①被保険者に対する特定保健指導実施率の向上（実施見込者数：4,797人以上） 

（内訳）協会保健師実施分  15.4％（実施見込者数：3,941人以上） 

      外部委託実施分       3.3％（実施見込者数：856人以上） 

②被扶養者に対する特定保健指導実施率の向上（実施見込者数：200人以上） 

 ⅰ)集団健診当日に特定保健指導を実施できるよう関係機関（市町、健診実施機関等）と調整を図る。 

 ⅱ）市町と連携し、健診結果説明会等、特定保健指導を実施する機会を増加する。  

被扶養者（受診対象者数：1,067人） 
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(4)健康経営（コラボヘルスの推進） 
 

 

   ①健康宣言事業所数の拡大（４５０社以上） 

    ⅰ)健康宣言事業所の拡大に向けた文書勧奨を毎月実施し、宣言事業所数の拡大を図る。 

       ⅱ)健康宣言に取り組む企業を広報誌、メールマガジン、ホームページなどで紹介し、健康経営の普及促進を図る。 

        ⅲ)支部長・部長等で県や関係団体、また大規模事業所や健診機関等への訪問勧奨を実施する。 

        ⅳ)公募により健康経営の拡大に協力いただける民間企業のマンパワーを活用した宣言事業所の拡大を図る。 

        Ⅴ)地方公共団体や商工会議所、関係団体等と連携した健康経営セミナーを開催し、健康経営の普及促進を図る。 

      Ⅵ)事業用運送事業者に対して、書面及び訪問勧奨を行い拡大を図る。 

     ②健康宣言事業所の取組みの質の向上（健康経営優良法人認定５０社以上） 

       ⅰ)「事業所健康度診断」を活用し、それぞれの事業所の健康課題に沿ったサポートを行う。 

       ⅱ)健康宣言事業所の健康づくりを推進し、健康経営優良法人認定を意識したサポートを行う。 

       ⅲ)健康宣言事業所を対象にしたセミナーを開催し、実施面での問題を解消し取組みの質の向上を図る。 

２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 

(3)重症化予防対策の推進 
 

     ①一次勧奨後の未治療者に対し、書面等で二次勧奨を実施するとともに、早期治療を促すことで重傷化の  
   予防と医療費の抑制を図る。（二次勧奨予定者数 1,246人） 
 

    ②糖尿病性腎症に係る重症化予防対策として、地区医師会と連携協力の下、かかりつけ医を通じた重症化 
   予防対策を講じる。 
 
 ■KPI：健診勧奨後における３か月以内の受診した割合を12.1%以上とする 
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２.広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進 

(1)定期広報誌「けんぽだより」「にこにこけんぽ」へタイムリーな情報を掲載する。 

(2)ホームページやメールマガジンでのアンケートを実施し、PDCAにより加入者のニーズにあった情報提供 

に努める。 

(3)路線バスの車体ペイントやラジオCMにより加入者の健康意識の向上を図る。 

(4)平成30年度から本格と導入となるインセンティブ制度の周知広報を分かり易く行う。 

(5)健康保険委員の拡大 

  ①新規適用事業所への委嘱勧奨を強化する。 

  ②勧奨チラシの作成や発送業務を外部委託し、勧奨件数を大幅に増加させ制度理解を広める。 

  ③大規模事業所への訪問勧奨を実施する。 

■KPI：広報活動における加入者理解率の平均について対前年度以上とする 

■KPI：全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を44.9％以上とする 

２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 

３.ジェネリック医薬品の使用促進 

(1)ジェネリックカルテを活用して分析した地域の特性を関係団体に意見発信を行い、連携を図る。 

(2)ジェネリック医薬品の使用率を掲載したお知らせを医療機関や薬局へ提供し、使用促進を図る。 

(3)使用率が伸びた医療機関等の改善事例を収集し情報共有を図る。 

(4)自治体と連携して若年層の使用促進に向けた取組みを実施する。 

(5)限度額適用認定証利用者にジェネリックＱ＆Ａと希望シールを配布し、使用促進を図る。 

■KPI：協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合を75.5％以上とする  

インセンティブ評価指標 



４.医療データ等の分析に基づく地域の医療提供体制への働きかけ 

(1)「事業所健康度診断」を活用した事業所と連携した健康経営を推進する。 
 

(2)事業協定締結市町はもとより、地域別、業態別の分析を行い情報発信により県や市町や関係団体と連携した

保健事業を展開する。 
 

(3)三重運輸支局や関係団体と連携し、健診・保健指導を定着させるとともに、健康起因事故率等の関連性を検証

し、プロドライバーの健康づくりを推進する。 
 

(4)特定保健指導における行動変容と 個人特性（性格）との関連性の研究 

   ①個人特性に応じた特定保健指導を実施し、特定保健指導継続率、行動変容等を検証する。 

   ②質の高い特定保健指導を実施することで、特定保健指導対象者の減少に向ける。 

(5)医療系大学で健康保険制度の講義を行い、制度理解の浸透に努めるとともに、将来に向けて地域や社会で貢

献をいただける内容を促す。 

(6)地域医療構想、医療計画、医療費適正化計画などの取組みに注視し、保険者としてデータを活用した効果的な

意見発信を行う。 
 

■KPI 

    ①他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調整会議への被用者保険者の参加率を100％とする 

   ②「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果的な意見発信を実施する 
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２．三重支部事業計画（戦略的保険者機能関係） 
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１.組織や人事評価制度の適切な運営と改革 

(1)組織運営体制の強化 
   『加入者の皆様と接する機会を増やし、より多くのご意見をお聞きします』を三重支部共通テーマとして継  

  続実施し各種事業を展開する。 

 

(2)人事評価制度の適切な運用 
   業務処理の抜本的な見直しにより生産性を高め適切な人員配置を行う。また、協会の基本使命や目標を踏

まえ、個々の職員の役割や目標を明確化し、目標管理制度や人事評価制度を適切に実施する。 

 
(3)協会の理念を実践できる組織風土・文化のさらなる定着 

   協会職員の働く基本姿勢である「行動規範」を全職員で励行する。 

 

(4)コンプライアンス・個人情報保護の徹底 

   コンプライアンスや個人情報保護については、支部内研修を通じて取扱いの遵守を徹底し、より高度な水準

を目指す。 

 

(5)リスク管理体制の整備 

   リスク管理については、適切な運営を脅かす様々なリスク項目の点検や分析、リスク管理能力向上のため 

の研修の実施、日常の訓練や管理職会議での検討・協議などリスク管理体制を整備する。 

３．三重支部事業計画（組織体制の強化） 
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２.ＯＪＴを中心とした人材育成の推進 

(1)支部研修を積極的に開催し、職員の人材育成や組織基盤の底上げを図る。 

(2)ジョブローテーションを定期的に実施し、ＯＪＴによる人材育成や各階層に求められる能力や知識の向上を

図る。 

(1)支部業績評価を踏まえた取組改善により実績の底上げを図る。 

３．支部業績評価の本格実施 

(1)物品等の調達について、競争入札、調達委員会の開催、見積合わせなど調達の適正化を図るとともに、適

切な在庫管理を行う。 

(2)物品等の調達結果について、ホームページによる公表を行い、調達の透明性を確保する。 

(3)調達における競争性を高めるため、一般競争入札を行う際は、一者応札とならないように入札説明書を取

得した業者に対して声掛けを実施する。 

４．費用対効果を踏まえたコスト削減等 

３．三重支部事業計画（組織体制の強化） 



平成３０年度三重支部特別計上経費について 
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事項 経費 
支 部 予 算 枠 
（ 総 報 酬 案 分 ） 

特 別 計 上 分 
（ 支 部 予 算 超 過 分 ） 

 
 

広報 
・ 

意見発信 

紙媒体による広報 

定期的に全事業所、任意継続被保険者宛に送付するチラシ等印刷、及び業
務用のリーフレットやポスター、冊子（しおり）の作成等 

２，９８８ 

地方自治体や関係団体との連携強化 

（継続）健康セミナーの開催 １５２ 

その他広報 
（テレビ、ラジオ、ウェブ、新聞、フリーペーパー等のメディア系媒体を利用した広報、その他） 

（新規）ラジオを活用した健康啓発 ６１４ 

（継続）路線バスの車体ペイントによる広告 ２６０ 

小計 ４，０１４ ４，０１８ ０ 

その他の 
保健事業 

（新規）健康講和に利用するDVDの購入 ５５７ 

（継続）AUDITを使用した保健事業 ２５２ 

（新規）健康セミナーの開催 ４１７ 

（新規）健康相談に利用する健康啓発品の購入 １４６ 

（新規）健康宣言事業所を対象とした、健康経営セミナーの開催 ２９５ 

小計 １，６６７ ３，６５５ ０ 

（単位：千円） 

○支部独自事業等に関する経費で、支部ごとに割り当てられた支部予算を超える部分の経費。支部保険料率に反映される。 

○「特別計上経費」は効果的、効率的な事業を選定し、各経費の見直しを行うことで、前年度同様、支部予算（総報酬案分）枠

内に収め、「特別計上経費」は計上しないこととしたい。 

平成30年度三重支部特別計上経費について 


